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第8回有識者検討会 次第

＜日時・場所＞

令和4年12月23日（金） 13:00～15:00 オンライン開催（Zoom）

＜議題＞

I. 開会

II. 議事

1. 今後の論点と下期の取組方針

2. 標準仕様書1.1版における帳票作成方針の検討

3. 全国意見照会実施方針

4. 今後検討課題の整理

III. 閉会

＜配布資料＞

資料１ 第8回有識者検討会 事務局資料（本紙）

資料２ 全国意見照会資料一式

• 事務連絡

• 標準仕様書（本編）

• 業務フロー

• 機能要件

• 帳票一覧

• 詳細要件

• 帳票レイアウト

• 回答様式：機能要件・帳票要件に対する回答様式



1. 今後の論点と下期の取組方針



© 2022 ABeam Consulting Ltd.       3

第8回
（12月）

1. 今後の論点と下期の取組方針
1.1. 下半期検討会予定と検討内容

◼令和4年度下半期の検討会については、主に標準仕様書1.1版公開に向けた検討・協議を実施します。12月には
全国意見照会用の1.1版案の検討を、3月には1.1版を承認いただく予定です。

◼本日の第8回検討会では、全国意見照会の内容検討について共有・協議を行います。

1. 今後の論点と下期の取組方針（再掲）

2. 自治体アンケート・ベンダヒアリング結果共有・協議

3. 帳票作成方針の協議

4. 次回検討会での協議事項の共有

第7回
（11月）

アンケート
実施結果

共有

実施済 本日1. 今後の論点と下期の取組方針（再掲）

2. アンケート実施方針の共有

第6回
書面

（9月）

実施済

ヒアリング
実施結果

1. 今後の論点と下期の取組方針

2. 標準仕様書1.1版における帳票作成方針の検討

3. 全国意見照会実施方針

4. 今後検討課題の整理

承認後、1.1版案で全国意見照会を実施

標準仕様
1.1版案

1. 全国意見照会結果の取りまとめに係る協議①

2. 意見反映方針の協議

第9回
（2月） 標準仕様

1.1版案

検討事項
一覧

1. 全国意見照会結果の取りまとめに係る協議②

2. 標準仕様の認識合わせ

第10回
（3月）

標準仕様
1.1版案

協議結果を踏まえ、1.1版を確定

実施済
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1. 今後の論点と下期の取組方針
1.2. 下半期スケジュール概要及び検討会予定

◼下半期の作業スケジュール及び下半期の作業予定について、調整内容が増加した経緯等を鑑み、意見照会以降の
スケジュールを2週間程度移動します。

◼ 3月中にデジタル庁にてデータ連携要件を整備することとなっていますが、データ連携要件に関連する部分を先行して
確定し、他部分を差し替え対応する方針で想定しています。

下半期スケジュール（概観）

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w

全体／検討会

自治体向け

ベンダ向け

理由
確認
準備

理由確認アンケ
ート実施

取りまとめ／反映方
針整理

標準仕様書へ反映

ヒアリング
日程調整

ヒアリング
実施

取りまとめ／反映方針整
理

標準仕様書へ反映

▼検討会（書面） ▼検討会 ▼検討会（本日）

全国意見照会
全国意見照会結果
取りまとめ

▼検討会

標準仕様書1.1

版へ反映※

▼検討会

自治体規模アン
ケート実施

（必要に応じ）
候補事業者への
アンケート実施

共有

デジタル庁データ
連携要件作成

デジタル庁との調整

※ 2月末に一度1.1版案を

デジタル庁に提示し、追って差

し替え対応を実施

検討会前質問への
回答



2.標準仕様書1.1版における帳票作成方針
の検討
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2. 標準仕様書1.1版における帳票作成方針の検討
2.1. 帳票整理方針

◼前回の検討会において、これまでの内部帳票整理の経緯と定義方針をご提示したところ、委員の皆様から複数ご意
見を頂戴しました。

◼前回の検討会で挙がった内部帳票作成に係る懸念事項を踏まえ、検討会後に事務局で内部帳票の再分類及び
EUC機能の実現方法検討を行いました。

前回検討会からの内部帳票検討の経緯

✓ 内部帳票は業務に直結する帳票が多く、各自治体の状況（被保護者の状況、自治体の体制等）により

業務差異が発生することが想定される生活保護業務では標準化がなじまない

✓ 他の標準仕様においても、「主に各自治体が政策形成や議会説明用に作成する統計データに分類されるも

のが多く標準化になじまない」等の理由により標準を定めていないケースが多い

生活保護業務における内

部帳票の考え方

✓ 検討会にて「内部帳票の帳票化」に係る言及があった

① 他自治体とのやり取り（移管）にて使用する情報については標準仕様があっても良い（自治体）

② 決裁帳票については帳票仕様を定めるほうが良いのではないか（事業者）

前回検討会で頂戴した内

部帳票についての意見

✓ 他自治体や機関とやり取りを実施する帳票があるのか再度整理を実施する

✓ 決裁帳票など、帳票使用を定めない場合のEUC機能による実現方法を検討する
上記を踏まえた検討内容

意見収集

2.2に詳述

2.3に詳述
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2. 標準仕様書1.1版における帳票作成方針の検討
2.2. 内部帳票の分類と対応方針

◼前回検討会にて、移管時に他の自治体に提示する可能性があるのではないかというご指摘をいただたことから、標準
仕様で定めている内部帳票について、外部への提示可能性という観点から分類を実施しました。

◼分類の結果、内部帳票から外部帳票に変更を検討すべき帳票はなく、移管時に必要と想定される帳票についても自
治体ごとの運用のばらつきが大きすぎるため、1.1版標準仕様で定義することが望ましい帳票はないと判断しました。

内部帳票の分類結果と対応方針

0件
61件

外部に提示する可

能性がある帳票

所管課内部のみで

使用する帳票

住民向け帳票

自治体内

別部署向け帳票

外部自治体等

向け帳票

2件

17件

42件

内部帳票

各種伺い

決定調書 等

移管時に必要

国に報告する際に使用

各課への連絡書類

経理書類

該当なし

外部自治体等向け帳票の対応方針

意見収集

前回検討会の指摘を踏まえ、全内部帳票について利用範囲（所管課内部/外部）・対象者で分類を実施

内部帳票の分類

住民向け帳票 外部帳票に変更することを検討すべきである ※ただし整理した結果、該当帳票なし

自治体内別部署向け帳票
外部自治体等向け帳票

移管時に必要な文書を含む本分類項目については、「面接記録票」「ケース記録票」など、自治体によ
って現行運用のばらつきが大きすぎると想定されるという理由にて、現時点では標準化にそぐわないと判
断した
（1.1版においては後述のとおりEUC機能等で対応することが可能。ただし、システム標準化が浸透し、
業務自体の標準化が進んだときにはこれらの帳票の標準化は有用と考える）
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2. 標準仕様書1.1版における帳票作成方針の検討
2.3. EUC機能で実現できる機能の説明

◼検討会にて懸念されていた、決裁欄がある帳票や自治体間でやり取りをする可能性がある帳票については、EUC機
能を用いて「データ抽出機能＋様式活用」を実施することで、業務に必要な帳票や一覧を作成することができます。

◼上記EUC機能を活用することにより、各自治体で大きく分かれている内部帳票の差に対応した帳票運用が可能と想
定しています。

EUC機能で実現できる機能のイメージ

データ抽出
（帳票利用の場合）

差し込み印刷

（一覧利用等の場合）

データ加工

① 生活保護システムにて対象データを検索

（絞り込み）

② 当該データを出力（CSVファイル）

① （事前に）各自治体で使用している様

式を作成

② 当該様式と抽出したデータを用いて差し

込み印刷を実施（プリンタより出力）

① 出力したCSVファイルをExcel／Access等

を用いて加工

② 一覧化し、必要な管理等を実施

CSVファイル

生活保護システム

CSVファイル 帳票 リスト・一覧CSVファイル

意見収集

出力イメージ（CSV） 出力イメージ（扶養義務者台帳）出力イメージ（29条調査書発行伺い）



3. 全国意見照会実施方針
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3. 全国意見照会実施方針
3.1. 今回の意見照会の対象（1/3）

共有

◼今回の全国意見照会で確認させていただく標準仕様書1.1版案について、主な変更点をご提示します。

◼全体に共通する主な変更点としては、整合性の観点での修正及び各種調査の反映を行っています。

1.0版→1.1版における主な変更点（全般）

整合性の修正

• 標準仕様書内で異なる用語・自治体間で

異なる用語の統一

• あいまいな文言や管理項目の整理 等

各種調査でのご意見反映

• 自治体の現行業務詳細を踏まえた修正

• 開発の観点で不十分な記載の追記 等

機能要件内の用語修正 委員事前質問シート

• 9月実施理由未記載アンケート 663件

• 10月実施ベンダヒアリング 50件

• 12月実施検討会前 委員事前質問 133件

対象調査
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3. 全国意見照会実施方針
3.1. 今回の意見照会の対象（2/3）

共有

◼今回の全国意見照会で確認させていただく標準仕様書1.1版案について、主な変更点をご提示します。

◼機能要件に関する主な変更点としては、自治体規模別オプションの欄追加を行っています。

1.0版→1.1版における主な変更点（機能要件）

自治体規模別オプションを追加

都道府県・政令指定都市の実装状況を踏まえ、自治体が調達の参考とするための指標として追加
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3. 全国意見照会実施方針
3.1. 今回の意見照会の対象（3/3）

共有

◼今回の全国意見照会で確認させていただく標準仕様書1.1版案について、主な変更点をご提示します。

◼帳票要件に関する主な変更点としては、外部帳票の新規追加とシステム印字項目の明確化を行っています。

1.0版→1.1版における主な変更点（帳票要件）

外部帳票の新規追加

1.0版で未作成だった外部帳票（約60帳票）

について追加

システム印字項目の明確化

帳票詳細要件と帳票レイアウト間の対応関係を再整理し、

順番一致や枠線付与など、システム印字項目を明確化

帳票詳細要件 帳票レイアウト
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3. 全国意見照会実施方針
3.2. 全国意見照会の経緯

◼昨年度から今年度にわたって3回の全国意見照会を実施することで、自治体・ベンダのご意見を頂戴して標準仕様書
に反映してきました。

◼今回の第3回全国意見照会においても委員の皆様には全件を対象として意見照会を実施することで、業務実態に
即した標準仕様書の策定を目指します。

これまでの全国意見照会経緯

R4.1

第1回

全国意見照会

R4.6

第2回

全国意見照会

R4.12

第3回

全国意見照会

✓ 標準仕様書案について全件の

全国意見照会を実施

✓ 実施なし

（仕様整理中であったため）

✓ 標準仕様書1.0版案について

前回からの差分で全国意見照

会を実施

✓ 標準仕様書1.0版案について

全件の全国意見照会を実施

✓ 標準仕様書1.1版案について

委員に全件の意見照会を実施

✓ 前回からの差分で全国意見照

会を実施

✓ 標準仕様書1.1版案について

委員に全件の意見照会を実施

✓ 前回からの差分で全国意見照

会を実施

生
活
保
護

レ
セ
プ
ト
管
理

共有
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令和4年 12月 - 令和5年 1月

日 月 火 水 木 金 土

12/18 19 20 21 22 23

第8回検討会

24

25 26

全国意見照会
発出（予定）

27 28 29 30 31

1/1 2 3 4 5 6 7

8 9 10 11 12 13 14

3. 全国意見照会実施方針
3.3. 意見照会実施期間

本日

全国意見照会期間

共有

全国意見照会期間

◼今回の全国意見照会は、意見回答期間を3週間と設定し、各自治体へ回答を依頼します。

全国意見照会期間



4. 今後の検討課題の整理
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4. 今後の検討課題の整理
4.1. 全国意見照会後の検討事項

共有

◼全国意見照会後も引き続き検討が必要な事項を整理しました。

◼ これらの検討事項については本検討会ではなく別の会議体や担当グループで検討が行われているため、検討結果が
確定次第、本検討会等で共有後、生活保護システム標準仕様に反映する予定です。

検討事項の整理

オンライン資格確認の

検討状況の共有

実装類型の見直し

データ連携要件の整備

指定都市における課題

の検討

種類

オンライン資格確認等の機能要件を生活保

護システムにどのように実装するか検討中

便利機能や過剰機能を標準オプションとして

変更する観点で別会議体にて検討中

標準仕様書1.1版案を確定後、データ連携要

件を整備予定

指定都市で業務が支障なく実施できるかという

観点で別会議体にて検討中

詳細

厚生労働省

デジタル庁

デジタル庁

デジタル庁

担当

12月～1月

12月～3月

2月～3月

12月～3月

完了時期


